
1．まえがき

2013年にNature誌で提唱された“持続可能な開発目
標（Sustainable Development Goals）” ⑴では，人間と
地球の健康，福祉に必要な目標が掲げられ，2015年に国
際連合によって採択されて，持続可能な開発目標の基盤と
なった。このため，経済，社会，環境の要素をバランス良
く取り入れた，持続可能な社会の実現を目指すことが国際
的な取り組みとして重要とされている。
一方，2021年に，我が国の内閣府は，第5期科学
技術基本計画において，未来社会のコンセプトとして
“Society5.0”⑵を提唱した。これは，狩猟・農耕・工業・
情報社会に続く5番目の社会という位置付けで，具体的には
「仮想空間と現実空間を高度に融合させたシステムにより，
経済発展と社会的課題の解決を両立する人間中心の社会」
と定義されている。そして，Society5.0として我が国が目指
すべき社会は，「直面する脅威や先の見えない不確実な状況
に対し，デジタルトランスフォーメーションにより，持続可能
性と強靱（きょうじん）性を備え，国民の安全と安心を確保
するとともに，一人一人が多様な幸せを実現できる社会」と
宣言された。
東芝テックグループは，長年培ってきたリテール事業の
資産をクラウドサービスに集約し，社外のネットワークも活
用して利害関係者間をウィンウィンの関係にする持続可能な

事業を目指している。ここでは，顧客と共創しながら，サー
ビスの構成要素を部品化して広くリテール事業者に提供す
ることで，経済効率，社会福祉，環境負荷に配慮しながら
Society5.0における生活圏の満足度⑶を高める取り組みに
ついて述べる。
また，ここで述べる内容は，IoT（Internet of Things）
の推進団体であるIIC（Industry IoT Consortium）が新た
なサービス創出のために掲げるIIRA（Industrial Internet 
Reference Architecture）⑷における最上位のビジネス視点
に該当する。

2．リテール事業における持続可能なサービス

リテール事業者は，図1に示すとおり，様 な々活動を行っ
ている。これらの中でも，契約から返品に至る工程では，
取引対象の所有権が移るため，特に徹底した管理が求め
られる。すなわち，個々の取引履歴を記録し，状況を可視
化，分析することで，効率的な商品・サービスの提供に結
び付けていくことが重要となる。
個々の取り引きを追跡，把握することは，品質管理，生
産性向上，法令遵守，循環経済⑸の基礎となり，ここでは
“取引トレーサビリティー（Traceability）”と呼ぶ。循環経
済では，製造の段階から再利用や再生がしやすい設計にす
ることで，環境負荷と投資コストを抑えることができ，経済，
社会，環境の持続性を支える源泉となる。
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取引情報も含め，事業活動の状況を可視化，分析するこ
とは，ビジネスで素早く意思決定していくための土台であり，
ここではこれらを総括して“データ分析”と呼ぶ。企業活動
や消費者行動を分析することによって，将来のトレンドや需
要の変化を予測でき，在庫の過剰や欠品を軽減できる。
データ分析の結果を販売促進に結び付けると，顧客の購
買履歴や嗜好（しこう）データに基づいて，顧客ニーズに
合ったキャンペーン設計や売上拡大を促すことができる。こ
こでは，これを“プロモーション”と呼ぶ。データ分析の結
果によって，適切なターゲットに効果的な広告を出せる。
こうした工程における各種データは，顧客購買履歴であ
るPOS（販売時点情報管理）データとひも付けて管理され，
各工程の運用や監視に利活用される。こうして，POS，取
引トレーサビリティー，データ分析，プロモーション，運用
監視が一体となることで，リテール事業者が効率的に経営
判断でき，無駄を最小限に抑えた経済活動ができる。
東芝テックグループは，これらに必要な処理をクラウド

サービスとして提供し，時間的，物理的な隔たりを越えて，
必要な情報が必要なメンバーに共有されることを推進してい
る。特長として，
⑴　分散したサーバーで管理することで災害に強い。
⑵　サービスを構成するプログラムの改良結果をすぐに反
映できる。
⑶　リテール事業者側で大掛かりなハードウェアが不要
になる。

などがあり，社会や環境にも配慮した事業活動につながる。

3．持続可能なサービスに求められるビジネスモデル

従来，リテール業界では，専用POS端末を前提としてき
たが，安価な汎用端末をベースとしたクラウドサービスの提
供も各社で始まっている。その際，図2に示すように，東芝

テックグループだけでなく，パートナーが持つ個別のサービ
スや，ハードウェア，企画などの資産も活用する傾向にあ
る。これは，運用監視も含めて，より早く，より安く，より
高品質なサービスをリテール事業者に提供し，経済的な持
続可能性を追求する狙いがある。サービス分野においても，
所有から共有・循環・再生への発想の転換が進んでいる。
東芝テックグループは，業界トップシェアのスケールメリッ

トを生かし，以下を推進している。
⑴　POS，取引トレーサビリティー　　場所や業界の垣
根を越えて取引情報を収集する。
⑵　データ分析　　POS，取引トレーサビリティーによっ
て収集された取引情報やサービスの運用監視にまつわ
るデータを分析し，タイムリーな経営判断に生かす。
⑶　プロモーション　　データ分析の結果に基づいて，
商品やサービスを必要とするターゲットに的確なタイミン
グで宣伝する。
⑷　運用監視　　上記をクラウドサービスとして提供し，
顧客やパートナーとともにサービスを創出し，改良を続
け，資源消費と廃棄物の発生を抑制する。

これらによって，参画する顧客，従業員，社会の満足度
を高め続け，誰もが平等にサービスを享受でき，全ての利
害関係者がウィンウィンになることで，リテール事業の持続
可能性が担保される。

4．経営指標ツリー

人 の々ニーズが変化しても，サービスが使われ続けるため
には，継続的な改善によって人々のニーズを満たし続けるこ
とが重要である。そのためには，計測可能な指標によって，
正確かつタイムリーに現状を把握する必要がある。
東芝テックグループが掲げる経営指標ツリーの例を，図3

に示す。ここでは，持続可能な開発目標やESG（Environ-

図1．リテール事業者の活動
リテール事業には，サービス・商品の発注や販売などに付随する，様々な
業務が含まれている。
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図2．新しいリテール事業のビジネスモデル
パートナーと共創しながら，より早く，より安く，より高品質なサービス・商
品をリテール事業者に提供する。
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ment，Social，Governance）経営⑹の観点だけでなく，そ
こに参画する人 と々の関係も考慮している。
すなわち，商品やサービスの提供を受ける“顧客”，それ

らを提供する事業者の“従業員”，それらを取り巻く“社会”
の3者の満足度をバランス良く高めることで，リテール事業
が持続すると考える⑶。
取引トレーサビリティーを例に取って指標を考えると，

サービスの受給者（顧客）は，“信頼の置ける供給者によっ
て供給されていること”や“環境に良い素材が使われている
こと”などを知って，納得した上で購入できる。こうした購
入状況は，サービスのアクティブユーザー数や単価などに
よって計測できる。一方，サービスの供給者（従業員）は，
“受給者にどれほど使われたか”や“売り方と売上高の関係”
などを知ることで，より良いサービスや売り方を考えるきっか
けになる。売れ行きの状況は，利益や従業員の給与水準の
推移などから計測できる。この結果，より受給者のニーズ
を満たすサービスが絶え間なく利用，供給され，社会や環境
（CO2（二酸化炭素）排出量削減率や廃棄ロス削減率など）
の好循環が生まれる。
リテール事業の参加者間のつながり，及びクラウドサービ
スを活用し，こうした活動において変化する状況を，図3に
示すような計測対象から逐一把握し，持続可能性の阻害要
因を摘み取り，改善を続ける。たとえ経済，社会，環境が
変化しても，その変化をいち早く捉え，そうしたサービスを
幾重にも積み上げ，売り切り型ビジネスでは得られにくい安

定した収益と継続的な支持によって，持続可能なリテール
事業を実現する。
このように，東芝テックグループは，POS，取引トレーサ
ビリティー，データ分析，プロモーションを有機的に結び付
け，人々の求める商品やサービスが生み出される土壌を提
供する。これによって，リテール事業において新たな価値を
創出しつつ，持続可能な企業生態系を支えるプラットフォー
マーとして貢献できる。

5．持続可能なリテールサービスへの取り組み

POS，取引トレーサビリティー，データ分析，プロモー
ションを組み合わせたサービスの例を示す。取引トレーサビ
リティーから，顧客の直近の購入日（Recency），購入頻度
（Frequency），1回当たりの購入金額（Monetary）を集
計する。データ分析によって，“購入日が現在から遠く，購
入頻度も低いが，1回当たりの購入金額の高い顧客”に対し
ては，購入頻度を上げるプロモーション施策を打つ。一方，
“購入日が現在に近く，購入頻度も高いが，1回当たりの
購入金額の低い顧客”に対しては，購入金額を上げるプロ
モーション施策を打つ。また，“購入日が現在に近く，購入
頻度も購入金額も高い顧客”に対しては，キャンペーンや優
待券の発行といった優遇施策を打てば，今後も長く優良顧
客となり得る。こうした顧客管理手法は，Recency，Fre-
quency，Monetaryの頭文字を取って，RFM分析⑺と呼ば
れる。

図3．経営指標ツリーの例
頂点の最終目標（経営指標）と，中間指標となる重要目標達成指標で構成され，計測対象からこれらの進捗を把握し，改善する。
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ここでは簡単な例を示したが，ほかの手法⑻も活用しなが
らデータに基づいて“誰が，いつ，何を買ったか”を分析す
るとともに，各種の経営指標の推移も見ながら，“誰が，い
つ，何を欲しくなるのか”を予測する。これによって，ヒット
率の高いプロモーションが実現でき，余剰在庫や廃棄ロス
の削減によって，社会や環境の面でも合理的な活動につな
がる。

6．あとがき

POS，取引トレーサビリティー，データ分析，プロモー
ション，運用監視は，持続可能なリテール事業に求められ
る構成要素であり，そのビジネスモデルは重要である。ま
た，全ての人と“モノ”がつながるSociety5.0の社会では，
サービスの供給者と受給者の関係性を作り，サービスが絶
え間なく利活用されるとともに，膨大なデータと共創活動に
よるイノベーションを次 に々起こすことで，様 な々ニーズに対
応できることが重要である。
加えて，顧客が購入したサービスに関連するサービスを
提供する“クロスセル”や，より利用料の高いプランに変更
する“アップセル”などにつなげ，顧客生涯価値を最大化し
ていくことも事業継続性の上では重要である。今後は，企
画，店内管理，オフィス業務など，リテール事業のほかの
構成要素についてもサービス展開することで，持続可能なリ
テール事業をより強固なものとし，新たな価値創造に取り組
んでいく。
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